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A. 研究背景および目的 

健康寿命の延伸に向けては身体機能の維持・向上が

重要であり、個人が積極的に健康度を高める努力が

求められているものの、従来の取組に関しては様々

な手法が乱立するとともに、健康日本 21（第二

次）の目標としても取り上げられ重要な要素である

研究要旨 

 健康寿命の延伸には身体機能の維持・向上が重要であり、個人が積極的に健康度を高める努力が求めら

れている。しかし、従来の取り組みではさまざまな手法が乱立しており、健康日本 21（第二次）の目標と

しても取り上げられている栄養（適切な量と質の食事）、運動（日常における歩数の増加と運動習慣の獲

得）、休養（適切な睡眠と労働時間）の三要素に関して、各要素を単独で対策することが多い状況にあ

る。これら三要素を適切に組み合わせた複合型の取り組みが有効と考えられるが、単独型の取り組みに比

べて参加・継続のハードルが高くなる可能性があり、そうした難点を解消するための検討が必要である。 

 

本研究では、地域から無作為抽出された中高年における食事・身体活動調査（大塚・木下）、自治体にお

ける栄養と運動機能調査（山田・橋爪・吉村・岡）、中高年労働者に対する健康増進プログラム開発（松

平）、高齢者に対する転倒予防プログラム開発（松平・陣内）、社会実装された評価用アプリケーション開

発（岡）に実績がある研究者が一丸となり、自治体や企業などのステークホルダーにとって参加・継続し

やすい栄養・運動・休養複合型プログラムを作成することを目的としている。 

 

「要素を適切に組み合わせた複合型の取り組みが、国民の健康増進に有効である」という観点から、年代

（20-29、30-39、40-49、50-59、60-）・性別（男、女）にて留意すべき項目を文献をもとに整理し、10 種

類の複合型プログラム（案）リーフレットを開発した。本年度は、昨年度改善したプログラム内容をステ

ークホルダーに提供し、評価を行った。 

 

また、身体機能の維持・向上に有用な対策と考えられる複合型プログラムの提供を継続させる方法の確立

を目指し、働く世代を対象に、教育と運動療法をセットにしたアプリケーション（ヴァーチャルパーソナ

ルアシスタントシステム）を引き続き企業に提供することにより評価を行った。 


